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参考４． 公共事業等の状況

１ 国補公共事業（下水道事業会計を含む）

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

20,887,045 20,115,187 ▲ 771,858 96.3

4,318,113 3,778,113 ▲ 540,000 87.5

3,539,250 3,748,960 209,710 105.9

2,077,600 2,070,700 ▲ 6,900 99.7

1,012,252 1,007,288 ▲ 4,964 99.5

2,485,604 1,838,933 ▲ 646,671 74.0

20,000 20,000 0 100.0

255,084 255,084 0 100.0

34,594,948 32,834,265 ▲ 1,760,683 94.9

5,464,101 5,944,412 480,311 108.8

40,059,049 38,778,677 ▲ 1,280,372 96.8

6,571,970 7,273,539 701,569 110.7

2,614,582 2,951,416 336,834 112.9

2,509,136 2,571,236 62,100 102.5

11,695,688 12,796,191 1,100,503 109.4

51,754,737 51,574,868 ▲ 179,869 99.7

46,290,636 45,630,456 ▲ 660,180 98.6

下水道事業
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うち、一般会計合計
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２ 県単公共事業（下水道事業会計を含む）

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

4,654,022 5,050,946 396,924 108.5

2,335,344 1,988,684 ▲ 346,660 85.2

1,313,278 1,884,362 571,084 143.5

283,500 456,000 172,500 160.8

314,000 314,000 0 100.0

258,000 258,000 0 100.0

30,000 30,000 0 100.0

119,900 119,900 0 100.0

9,847,987 11,955,090 2,107,103 121.4

63,788 81,550 17,762 127.8

291,586 291,571 ▲ 15 100.0

14,857,383 17,379,157 2,521,774 117.0

104,755 79,455 ▲ 25,300 75.8

14,962,138 17,458,612 2,496,474 116.7

161,644 117,887 ▲ 43,757 72.9

107,911 111,842 3,931 103.6

1,754,585 2,009,314 254,729 114.5

2,024,140 2,239,043 214,903 110.6

16,986,278 19,697,655 2,711,377 116.0

16,881,523 19,618,200 2,736,677 116.2

災害関連事業

調査

部 計

農業農村事業

漁業漁村事業
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うち、一般会計合計
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３ 直轄事業

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

9,097,666 9,097,666 0 100.0

4,514,584 4,514,584 0 100.0

122,073 122,073 0 100.0

532,514 532,514 0 100.0

72,640 72,640 0 100.0

14,339,477 14,339,477 0 100.0

1,007,001 812,008 ▲ 194,993 80.6

1,007,001 812,008 ▲ 194,993 80.6

15,346,478 15,151,485 ▲ 194,993 98.7

４ 災害復旧事業

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

6,860,592 7,096,810 236,218 103.4

2,397,545 2,361,016 ▲ 36,529 98.5

9,258,137 9,457,826 199,689 102.2

砂防事業

合 計
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５ 受託公共事業

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

717,163 558,202 ▲ 158,961 77.8

639,000 520,650 ▲ 118,350 81.5

1,356,163 1,078,852 ▲ 277,311 79.6

１～５ 合 計

（単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

76,938,419 78,231,778 1,293,359 101.7

71,369,563 72,207,911 838,348 101.2

17,763,374 18,728,908 965,534 105.4

94,701,793 96,960,686 2,258,893 102.4

89,132,937 90,936,819 1,803,882 102.0

（災害復旧事業・受託公共事業を除く） （単位：千円、％）

区 分 元年度6月補正後 ２年度当初 増 減 対前年度比

69,360,664 70,576,766 1,216,102 101.8

63,791,808 64,552,899 761,091 101.2

14,726,829 15,847,242 1,120,413 107.6

84,087,493 86,424,008 2,336,515 102.8

78,518,637 80,400,141 1,881,504 102.4

農林水産部

合 計

 うち、一般会計

県土整備部

合 計

県土整備部

農林水産部

 うち、一般会計

 うち、一般会計

農林水産部

合 計

 うち、一般会計

県土整備部
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参考５．地 方 財 政 に つ い て
１．令和２年度地方財政計画の規模【通常収支分】 90兆7,400 億円程度 対前年度増減率（地方財政計画の規模）

対前年度増減額 1兆1,500 億円程度 ［H29］ 1.0 %
対前年度増減率 1.3 ％程度 ［H30］ 0.3 %

（参考）水準超経費除き ［R1］ 2.7 %
地方財政計画の規模 89兆 600 億円程度
対前年度増減額 1兆5,000 億円程度

対前年度増減率 1.7 ％程度

 ※ 地方債依存度は、10.2％程度（臨時財政対策債除き 6.8％）
 （参考）令和元年度 10.6％程度（臨時財政対策債除き 6.9％）

                                  対前年度増減額 対前年度増減率 対前年度増減率（地方税総額）
２．令和２年度地方税総額 41兆  122億円 7,744億円 1.9% ［H29］ 0.9 %
                道府県税 18兆7,036億円 7,264億円 4.0% ［H30］ 0.9 %
                市町村税 22兆3,086億円 480億円 0.2% ［R1］ 1.9 %

    ※通常収支分と東日本大震災分の合計

対前年度増減率（地方交付税総額）
３．令和２年度地方交付税総額 16兆5,882 億円 ［H29］ ▲ 2.2 %

対前年度増減額 4,073 億円 ［H30］ ▲ 2.0 %
対前年度増減率 2.5 ％ ［R1］ 1.1 %

４．地方財政対策のポイント【通常収支分】
(1) 地方財源の確保
  一般財源総額 63兆4,318億円（前年度比7,246億円、1.2％）

（一般財源（交付団体ベース）の総額 61兆7,518億円（ 前年度比1兆 746億円、1.8％））
・地方税  40兆9,366億円 （前年度比 7,733億円、  1.9％）
・地方譲与税   2兆6,086億円 （   同    ▲1,037億円、 ▲3.8％）
・地方交付税   16兆5,882億円 （   同    4,073億円、 2.5％）
・地方特例交付金   2,007億円 （   同    ▲2,333億円、▲53.8％）
・臨時財政対策債  3兆1,398億円 （   同    ▲1,171億円、 ▲3.6％）

(2) 地方交付税の確保 （16兆5,882億円（前年度比4,073億円、2.5％））
      【一般会計】

①地方交付税の法定率分等 15兆  898億円
・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分 15兆3,253億円
・国税減額補正精算分（⑳、㉑、㉘） ▲ 2,355億円

②一般会計における加算措置（既往法定分等） 5,187億円

(3) 臨時財政対策債の抑制
・臨時財政対策債 3兆1,398億円 （前年度比 ▲1,171億円、 ▲3.6％）
・臨時財政対策債残高 53.3兆円 （   同    ▲0.5兆円、 ▲0.9％）

  （令和２年度末見込み）

(4) 地域社会再生事業費（仮称）の創設
  ・偏在是正措置により生じる財源を活用して、地方団体が地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に

  取り組むため、「地域社会再生事業費（仮称）」4,200億円を計上
  ・地方財政計画において、不交付団体の水準超経費が同程度抑制されることから、歳出全体としては増となっていない

(5) まち・ひと・しごと創生事業費の確保
  平成27年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について、第２期のまち・ひと・しごと創生総合戦略が
  始まる令和２年度においても、引き続き１兆円を確保

(6) 社会保障の充実及び人づくり革命等
社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費について所要額を計上

 ※下記金額は、国・地方所要額の合計
・社会保障の充実分の事業費 2兆7,111億円（① 2兆1,930億円）
・社会保障４経費に係る公経済負担増分の事業費  6,045億円（①   4,728億円）
・人づくり革命に係る事業費   1兆5,857億円（①   4,839億円）

(7) 緊急浚渫推進事業費（仮称）の創設
  地方団体が単独事業として実施する河川等の浚渫を推進するため、新たに「緊急浚渫推進事業費（仮称）」を計上
  ・緊急浚渫推進事業費（仮称） 900億円
  各分野での個別計画に緊急的に実施する必要がある箇所として位置付けた河川、ダム、砂防及び治山に係る
  浚渫について、令和２年度から６年度まで地方債の特例措置を講ずる（地方財政法を改正）

(8) 森林環境譲与税の増額
災害防止・国土保全機能強化等の観点から、森林整備を一層促進するため、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動
準備金を活用し、交付税特別会計における譲与税財源の借入れを行わないこととした上で、森林環境譲与税の譲与額を
前倒しで増額（森林環境税法等を改正）
・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用額 令和２～６年度までの５年間で2,300億円
・令和２年度の森林環境譲与税 400億円（①200億円）
・令和２年度の特別会計借入金償還額 200億円※

※ 令和元年度の森林環境譲与税の財源として交付税特別会計において借り入れた額の償還

(9) 技術職員の充実による市町村支援・中長期派遣体制の強化
都道府県等が技術職員の増員を図り、技術職員不足の市町村を支援するとともに、大規模災害時の中長期派遣要員を
確保する場合に、増員された職員人件費に対して地方財政措置を講ずる
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(10) 緊急防災・減災事業費の対象事業の拡充等
 指定避難所や災害拠点施設等の浸水対策や防災インフラの整備の推進のため、緊急防災・減災事業費及び
 緊急自然災害防止対策事業費の対象事業を拡充

(11) 会計年度任用職員制度の施行への対応
 会計年度任用職員制度が令和２年度から施行されることに伴う期末手当の支給等に係る経費について一般行政経費（単独）等に計上
 ・一般行政経費（単独） 1,690億円
 ・公営企業繰出金  48億円

(12) 次世代型行政サービスの推進
 Society5.0の実現に向けて、その基盤となるインフラである光ファイバ等の全国的な整備及び高度化を推進するため
 地方財政措置を拡充するとともに、条件不利地域において地域課題の解決等を図るため、5G等の先端的な情報通信
 技術の導入に要する経費に対して地方財政措置を講ずる

(13) 地域医療の確保
 地域医療構想の更なる推進に向け、過疎地等で経営条件の厳しい地域における二次救急や災害時等の拠点となる
 中核的な公立病院について、その機能を維持するための繰出しに対して地方財政措置を講ずるとともに、周産期
 医療・小児医療など、特に公立病院が役割を果たすことが期待される分野について、地方財政措置を拡充

(14) 公営競技納付金制度の延長
 公営競技施行者に偏在する収益金の全国的な均てん化のための公営競技納付金制度について、令和２年度で現行制度の
 期限が到来することから、現行制度と同内容で令和７年度まで延長（地方財政法を改正）

※公営競技納付金制度：公営競技施行者で一定の黒字団体が、収益金の一部を地方公共団体金融機構に納付し、
機構が地方団体に対する貸付金の利下げに利用

(15) 財源不足の補塡
 令和２年度における財源不足額 4兆5,285億円（前年度比 1,183億円、2.7％）
 ※ 折半対象財源不足は、令和元年度に引き続き生じていない
 ・令和２年度から令和４年度までの間においては、国と地方の折半ルールを適用することとし、令和２年度においては、

 折半対象財源不足が生じていないことから、以下のとおり財源不足額を補塡
①財源対策債の発行 7,700億円
②地方交付税の増額による補塡 6,187億円

・一般会計における加算措置（既往法定分等） 5,187億円
・交付税特別会計剰余金の活用 1,000億円

③臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分） 3兆1,398億円

［参考］令和２年度国家予算規模
対 前 年 度 比

一般会計 102兆6,580億円 （対前年度増減額 1兆2,009億円 1.2%）
基礎的財政収支対象経費 79兆3,065億円 （対前年度増減額 1兆3,576億円 1.7%）

財政投融資計画 13兆2,195億円 （対前年度増減額    1,001億円  0.8%）
国税 63兆5,130億円 （対前年度増減額     1兆  180億円 1.6%）
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